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1 ヨーロッパ各国の郵便局は、従来、郵便貯金業務と郵便為替業務の２つの金融

サービスを提供してきた。近年では、「ポストバンク」と総称される専門事業

体を郵便局の組織から分離し、金融業務全般を統括して担当させる傾向が強ま

っている。本稿では、ドイツ、フランス、オランダ、ベルギーの４カ国のポス

トバンクを中心に、そのリテール向け金融サービスを紹介する。

2 ヨーロッパにおいても、郵便局は強い競争力を持つ拠点ネットワークを維持し

ており、そのネットワークを活用できるポストバンクは、各国のリテール金融

市場において影響力が増大している。

3 ポストバンク自体も、提供する金融商品やサービスの拡大、営業スタッフの増

員・育成などのさまざまな施策を積極的に採用している。

4 郵便局ネットワーク維持のためのコスト負担など、さまざまな課題は存在する

ものの、今後もポストバンクは着実に成長することが予想される。
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ヨーロッパでは従来から、郵便局におい

て主として２種類の金融サービスを提供して

きた。一つは郵便貯金事業であり、シンプル

な貯蓄商品の提供が主な業務である。もう一

つは郵便為替業務であり、安価な決済・送金

手段の提供が主な業務である。これらの業務

は、総称して郵便金融サービスと呼ばれてい

る。

ヨーロッパにおいては、従来、これら２つ

の業務を、郵便事業体の中にある別々の組織

が独立した業務として担当している例が多か

った。しかし、1990年前後に相次いで金融業

務の統合が進み、組織としても一個の統一さ

れた部署が担当することとなった。この組織

をヨーロッパでは「ポストバンク」と総称し

ている。

このように金融業務のポストバンクへの統

合が進んだのは、郵便事業全体における金融

サービスの重要性が、他の事業に比べ相対的

に高まったためである。

これには、以下のような理由があるといわ

れている。

�従来郵便事業の中心であった郵務業務に

おいて、宅配業者との競争激化や電子メ

ールの普及で、収益性の低下や業務量自

体の低下が発生している。

�郵務業務が伸び悩んでいるにもかかわら

ず、ユニバーサルサービスを維持するた

めには、郵便局自体の統廃合は難しく、

効率化には限界がある。

�従来は郵便事業以上に収益源だった通信

事業（ヨーロッパでは通信事業も郵便事

業体が担当する国が多かった）が、通信

自由化に伴い分離された。

こうして金融サービスの重要性が高まるな

かで、機動的な組織運営が必要となってき

た。そこで、人員構成で郵務部門が多数を占

める郵便事業体から、金融部門だけを分離す

る政策が、各国で相次いで採用されるように

なった。

このような経緯を経て成立したポストバン

クであるが、その組織形態としては、大きく

分けて以下の３つがある。

①郵便事業体の一部門として存続

②郵便事業体から組織として分離

③外部の組織（一般には金融機関）との合

弁事業体

②および③の形態では、ポストバンク側の

独立性が増し、組織のスリム化や積極的な戦

略の採用など、ポストバンク独自の施策を行

いやすい。実際に、この形態のポストバンク

は、他の郵便事業から独立したさまざまな施

策を実施している。そこで一般には、②と③

の形態のみをポストバンクと呼ぶ場合が多い

ようである。表１は、ヨーロッパの主要国に

Ⅰ ヨーロッパにおける郵便金融
サービスの変遷とポストバンク

表1 ヨーロッパ主要国におけるポストバンクの組織形態

国名

イギリス

ドイツ

フランス

オランダ

ベルギー

イタリア

フィンランド

スペイン

ポルトガル

組織形態

民間金融機関（アライアンス&レスター）の子会社（為替業務）

民間金融機関（アイルランド銀行）との合弁会社（貯金業務）

ドイツポスト（民営郵政会社）の子会社

ラ・ポスト（郵政公社）の子会社

民間金融機関（ING）の子会社

民間金融機関（フォルティス）との合弁会社

ポステイタリアーネ（郵政公社）内の部門

民間金融機関（サンポ）の子会社

民間金融機関（ビルバオ・ビスカヤ・アルヘンタリア銀行）の

子会社（貯金業務）

民間金融機関（ドイツ銀行）との合弁会社（一部商品）

国営金融機関（CGD）の子会社

出所）各社の公表資料より作成
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おける、ポストバンクの組織形態である。本

稿では、②と③の形態を採る国の中で、ドイ

ツ、フランス、オランダ、ベルギーの４カ国

に焦点を当てて紹介する。

1 ポストバンクの特徴と課題
郵便局での簡易な金融サービスからスター

トしたポストバンクには、共通した長所と課

題がある（表２）。長所として最も重要なも

のは、郵便局ネットワークを活用できる点で

ある。ヨーロッパ各国においても、郵便局ネ

ットワークは、流通業など他の業態を含めて

も、最大の単一拠点ネットワークである。そ

のネットワークを、ポストバンクは通常、独

占的に利用できるのである（イギリスのよう

に、複数の金融機関に郵便局ネットワークが

開放されている国もある）。

リテール金融ビジネスにおいては、拠点数

とその密度は非常に重要な意味合いを持って

おり、そのネットワークを特に大きな投資も

行わずに利用できることは、計り知れない効

果をもたらしている。

また、郵便局の性質上、多数の住民がほぼ

定期的に訪れるため、顧客との接触機会も一

般的な金融機関と比べて多くなっている。特

に、都市部を除くと、民間金融機関の支店網

が手薄な大陸部のヨーロッパでは、年金受け

取りや公共料金支払いの窓口として郵便局を

利用する比率は高く、これも来訪頻度が高い

原因となっている。

一方で、郵便局ネットワークに依存してい

ることが、逆にポストバンクの弱みとなって

いる面もある。最近では民営化などの影響で

向上しているとはいえ、郵便局のサービスレ

ベルは、依然として必ずしも高いとはいえな

い。郵便局に対して一般に持たれているイメ

ージは、「長い行列と横柄な対応」である。

2006年に、野村総合研究所（NRI）はヨーロ

ッパにおけるポストバンクの現地調査を行っ

たが、この際にインタビューした複数のポス

トバンクも、この事実を認めている。ポス

トバンクが顧客との接点として郵便局ネット

ワークに依存している以上は、ポストバンク

自体のイメージも、その影響を受けざるをえ

ない。

また最近では、ポストバンクが郵便局ネッ

トワークを利用するに際して支払う手数料も

問題となる例が多い。郵便局ネットワークの

維持のためにも、ポストバンクは応分の負担

を期待されており、金融ビジネスに伴う収入

Ⅱ　業容を拡大するポストバンク

表2 ポストバンクの長所と課題

長所

�郵便局ネットワークの拠点を活用できる（通常、郵便局

ネットワークは、国内最大の単一ネットワーク）

�郵便局は、定期的に多数の顧客が来訪する

�郵便など兼業業務があるので、農村部など顧客密度が低

い地域にも拠点を展開できる

�郵便局は、公的な金融業務の窓口として活用されている

（年金支給、公共料金支払いなどの窓口）

�ヨーロッパでは、郵便為替の当座口座が決済手段として

広く活用されており、顧客数が多い

�郵便事業全般に対する顧客信頼度が高い

課題

�郵便局のサービスに対する評価が低い（長い行列、官僚

的な対応）

�郵便局の局舎が概して古く、金融業務に向いていない

（顧客対応窓口が、ハイカウンターしかなく、金融の相

談をできる場所がない）

�農村部、高齢者など、金融知識や所得水準が低い顧客が

多い

�郵便局ネットワーク利用のコストが高まる可能性がある

（利用手数料の高騰、維持コスト負担の可能性）

出所）ラファティ社の資料、各社の公表資料より作成
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のかなりの部分を、手数料として郵便局ネッ

トワークに対して還元している。

しかしながら、ポストバンクは依然として、

簡単な商品・サービスの提供が主体であり、

金融ビジネスの収益性は、まだ競合する金融

機関のレベルにまで到達していない場合が多

い。そのため、たとえばベルギーのようにポ

ストバンクの収支の黒字化に時間がかかった

り、またはドイツのように手数料水準の交渉

でポストバンクと郵便局ネットワークである

ドイツポストが対立して政治問題化したりす

る、といった問題も生じている。

2 ポストバンクの経営革新
このような課題を克服するために、各国の

ポストバンクでは、以下のように、さまざま

な面からの経営革新を精力的に推し進めてい

る。

①新しい経営陣の起用

②新しい商品の提供

③新しいIT（情報技術）インフラの整備

④新しい拠点ネットワーク

⑤新しい営業スタッフ

⑥既存顧客基盤の活用

（１）新しい経営陣の起用

ドイツ、フランス、オランダ、ベルギーの

４カ国のいずれにおいても、2006年現在にお

けるポストバンクの経営トップは、民間金融

機関ないしは経営コンサルティング会社の出

身となっている（表３）。従来の郵便局は公

共サービスの性質が強く、内部スタッフには

ビジネスとしてのマネジメント経験が乏し

い。そこで、外部のマネジメント能力を有す

る者を起用し、従来型公共サービスの延長線

からの決別を狙っているのである。さらに、

経営トップ以外の幹部クラスも、外部から積

極的にスカウトしている。業務拡大も進んで

いることから、特に若いマネジメント予備軍

のポストバンクへの転職が進んでいるようで

ある。

（２）新しい商品の提供

従来、ポストバンクの取扱商品は、簡単な

預金などに限定されていた。しかし近年は、

金融ビジネスの拡大のために、提供する商品

を積極的に拡大している。一方、規制当局の

側では、従来は民間金融機関への影響を懸念

して、ポストバンクの商品拡張に制約を設け

ていた。しかし、郵便局ネットワークの維持

コスト負担を理由とするポストバンクからの

要請で、徐々に取扱商品に関する規制を緩和

しつつある。

新しい商品としては、クレジットカード、

住宅ローン、個人ローン、投資商品、保険な

どが提供されている。すでに複数の国におい

て、銀行など他の金融機関と、提供する商品

表3 各ポストバンクの最高経営責任者（CEO）の経歴

国名

ドイツ

フランス

オランダ

ベルギー

経歴

経営コンサルティング会社マッキンゼ－のパートナー、ドイツ

・ゲノッセンシャフツ銀行、BHF銀行などを経て、1999年にド

イツポストバンクのCEO就任

公的金融機関CDC（ケス・デ・デポ・エ・コンシニャシオン）、

大手保険会社を経て1999年にラ・ポストへ。2005年の金融

部門の分離に伴いバンクポスタルCEO就任

経営コンサルティング会社のパートナー、オランダ内務省を経

て、1988年にNMB銀行へ。2000年に INGポストバンクのCEO

就任

タバコ製造大手フィリップモリス、シティバンクなどを経て、

2000年にアクサ銀行CEOに。2002年にバンクファンデポスト

のCEO就任

出所）各社のホームページより作成
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に関する差がなくなってきている（表４）。

（３）新しいITインフラの整備

新しい商品の提供に伴い、ITインフラの

整備が進んでいる。たとえば、CRM（カス

タマー・リレーションシップ・マネジメン

ト）などの顧客管理システムの導入や、イン

ターネットバンキングの提供を行っている。

特に、インターネットバンキングに関して

は、100万から数百万の顧客が利用するまで

に成長している。

（４）新しい拠点ネットワーク

従来、郵便局は建物が古く、内装も暗い場

合が多かった。そのイメージを一新するため

に、郵便局舎の改装が行われている。こうし

て、ヨーロッパにおける郵便のイメージカラ

ーであるイエローに統一した、モダンなデザ

インの局舎が登場するようになった。

また、ドイツのように、郵便局にこだわら

ず、ポストバンク独自の拠点を展開するな

ど、顧客との接点を重要視するポストバンク

も現れてきている。

（５）新しい営業スタッフ

ポストバンクでは、従来からの郵便局員以

外に、外部から金融専門の営業スタッフを雇

用する例も増えてきた。場合によっては、外

部の金融機関を営業拠点および人員ごと買収

したり、提携している金融機関の営業スタッ

フを活用したりといった試みも行われてい

る。このようにして、郵便局員だけではカバ

ーしきれない、新商品や資産相談などのサー

表4 各ポストバンクの提供商品

国名

ドイツ

フランス

オランダ

ベルギー

提供商品

当座口座　普通預金　定期預金　株価指数連動型預金　

住宅貯蓄口座　デビットカード　クレジットカード　投資信託

生命保険　個人年金　株式取引　個人ローン　住宅ローン

当座口座　普通預金　非課税預金　住宅貯蓄口座　

デビットカード　電子マネー　投資信託　生命保険　医療保険

退職貯蓄口座　住宅ローン

当座口座　普通預金　非課税預金　定期預金　デビットカード　

電子マネー　クレジットカード　投資信託　生命保険　損害保険　

個人年金　株式取引　個人ローン　住宅ローン

当座口座　普通預金　定期預金　国債　デビットカード　

クレジットカード　投資信託　生命保険　損害保険　個人年金　

株式取引　個人ローン　住宅ローン

出所）ラファティ社の資料、各社の公表資料より作成

図1　ポストバンクにおける顧客への各種商品の販売状況（2002年）�
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ビスを提供している。

（６）既存顧客基盤の活用

以上に述べたように、各国のポストバンク

は、さまざまな新しい試みに積極的に取り組

んでいる。一方で、顧客に関しては、新規顧

客の獲得よりも、既存の顧客への商品やサー

ビスの拡販を重視している。

ポストバンクは、すでにいずれの国でも、

単体の金融機関としては、最大級の顧客基盤

を有している。しかし、それらの顧客は、非

都市部在住の比率が高いことも影響して、必

ずしも多くの金融商品やサービスを利用して

はいない。したがって、既存顧客の深耕によ

る販売機会が期待できるのである。

3 ポストバンクの業容拡大
以上のような経営改革の結果、いずれの国

でも、ポストバンクの業容は拡大傾向にある。

ポストバンクには、従来から、決済のための

当座口座が多数存在している。ドイツ、フラ

ンス、オランダ、ベルギーではそれぞれ、

13％、20％、58％、11％の成人がポストバン

クに当座口座を保有している。その顧客基盤

を活用して、クレジットカードや投資商品な

ど、さまざまな商品を販売するようになって

いる（図１）。

1 ドイツ（ドイツ・ポストバンク）
（１）ドイツ・ポストバンクの概要

ドイツ・ポストバンクは、ドイツポストと

の郵便局利用手数料をめぐる利害対立を中心

とした、さまざまな経緯を経て、現在に至っ

ている（次ページの図２）。

1992年に郵便局ネットワークを有するドイ

ツポスト側が、ポストバンクが支払う郵便局

利用料の大幅な引き上げを通告した。これが

引き金になり、ポストバンク側が、大多数の

郵便局窓口からの撤退（最終的には85％の郵

便局からの撤退）、および独自拠点網の設立

を示唆する事態に発展した。その後、政府の

仲裁で、ポストバンクの郵便局窓口からの撤

退は取りやめになったが、それ以降も両者間

で同様の係争（利用料水準、ポストバンク窓

口設置の郵便局数）が続いた。

拠点網を依存するドイツポストとの関係が

冷却化し、混乱が続いたことから、ポストバ

ンクの収益も低迷した。これは、ポストバン

クの株式を保有する政府にとっても大きな問

題となっていた。

1999年に、これまで政府が100%保有して

いたポストバンクの株式をすべてドイツポス

トが買い取ったことで、ポストバンクはドイ

ツポストの完全子会社となった。これによ

り、ドイツポストとの関係も正常化された。

併せて、経営陣も新しく外部から起用され、

業績も急激に改善された。2004年には収入27

億ユーロ、当期利益６億ユーロ、ROE（株

主資本利益率）は13.7％にまで改善された。

2004年には株式公開され、現在に至ってい

る。

（２）ドイツ国内における位置付け

ドイツ・ポストバンクは、ドイツ国内でも

大きな影響力を持っている。顧客数は1210万

人で、単独金融機関としてはドイツ国内最大

である。預金総額は2004年で408億ユーロで

Ⅲ　西欧４カ国における
ポストバンク
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あり、４大銀行グループ（ドイツ銀行、ドレ

スナー銀行、コメルツ銀行、バイエリッシ

ェ・ヒポ・フェラインス銀行の各グループ）

の合計325億ユーロをも上回る。

また、ポストバンクでは、従来は、顧客層

が低所得者層に偏っていたが、2005年に高所

得者層の顧客が多かった大手の住宅金融機関

BHWグループを買収したことで、高所得者

層の比率が10.4％（全国平均は7.3％）と改善

された。

（３）チャネル戦略

ドイツ・ポストバンクは、ドイツ国内約１

万3000の郵便局のうち、9000の郵便局で業務

を行っている。残り4000の郵便局は、小規模

すぎるため、サービスを提供していない。こ

れら9000郵便局の中で、実際には850の主要

局が、ポストバンクの収入全体の実に87％を

占めている。残りの8000局を見ると、中規模

局5000局で10％前後、小規模局3000局に至っ

ては、1.5％でしかない。

そこで、2006年にこれら主要850局を親会

社であるドイツポストから買収し、ドイツ・

ポストバンクの直営店として、金融サービス

専門拠点「ポストバンクセンター」へ衣替え

させている。ポストバンクセンターでは、一

般の金融機関店舗と全く同様のレイアウトお

よびサービスとなっており、計2500人の営業

スタッフが従事している。

一方、郵便局ネットワーク以外に渉外の営

業網も有している。2002年にクレディ・スイ

スからフィナンシャルアドバイス会社を買収

し、50人のフィナンシャルアドバイザーを獲

得した。その後、400人まで拡大することに

より、高度なアドバイスを提供できるように

なった。

同様に、2000年に不動産専門金融機関であ

るDSLを買収しており、DSLに所属していた

独立系フィナンシャルアドバイザー5000人を

通しても、商品・サービスを提供できるよう

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法及び国際条約により保護されています。
Copyright © 2006 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

図2　各ポストバンクの組織形態の変遷�

出所）各社のホームページ、公表資料より作成�

1980年代� 90年代前半� 90年代後半� 2000年以降�

ド
イ
ツ�

フ
ラ
ン
ス�

オ
ラ
ン
ダ�

ベ
ル
ギ
ー�

  政府100%出�
  資のポストバ�
  ンク設立�
（90年）�

ポストバンクとドイツポストの間で�

郵便局利用手数料の問題が浮上�

  ポストバンクが�
  ドイツポストの�
  完全子会社へ�
（99年）�

  ポストバンク�
  上場�
（04年）�

  郵政公社ラ・�
  ポスト設立�
（91年）�

  バンクポスタル�
  分離�
（06年）�

  ポストバンク�
  分離民営化�
（86年）�

  NMB銀行�
  が買収�
（89年）�

  INGグループ成立、�
  INGポストバンクへ�
  改称�
（91年）�

  郵政公社デポ�
  スト設立�
（91年）�

  バンクファンデポスト�
  がゼネラーレ銀行との�
  合弁会社として設立�
（95年）�

  買収により、ゼネラー�
  レ銀行がフォルティス�
  グループの傘下へ�
（98年）�

0607-NRI/p38-49  06.6.14 12:59  ページ 44



45ポストバンクのマスリテール金融サービス

になっている。これらのフィナンシャルアド

バイザーが、従来からポストバンクを利用し

ている顧客層にアドバイスを行うことで、効

果的なクロスセリングが可能となっている。

また、ドイツ・ポストバンクは、オンライ

ンバンキングやテレフォンバンキングにも積

極的に取り組んでいる。すでに、オンライン

バンキングは210万人（顧客全体の18％）、テ

レフォンバンキングは310万人（同25％）の

顧客が利用している。

（４）取扱商品

ドイツ・ポストバンクは、従来からある郵

便貯金や郵便為替以外に、ローンや投資商品

などを積極的に販売している。特に、住宅ロ

ーンには非常に力を入れている。DSLと

BHWという２つの不動産専門金融機関を買

収したことで、住宅ローン貸付総額は400億

ユーロを超え、ドイツ国内で第１位となって

いる。

また、当座口座の顧客基盤をてこに、カー

ドビジネスにも進出しており、すでにデビッ

トカードの発行枚数は700万枚に達してい

る。さらに、給与振込口座となっている当座

口座に対しては、３カ月の給与額を上限とし

た無担保での当座貸し込みを提供（支払いは

３カ月間繰り延べ可能）することで、個人ロ

ーンサービスの提供も行っている。デビット

カードとの組み合わせで、実質的にアメリカ

のクレジットカードと同等のサービスを提供

しているといえる。

2 フランス（バンクポスタル）
（１）バンクポスタルの概要

バンクポスタルは郵政公社ラ・ポストから

2006年１月に分離された（図２）。バンクポ

スタルは、依然としてラ・ポストの完全子会

社ではあるものの、ラ・ポストが従来提供し

ていた預金、為替、保険などの各種の金融サ

ービスが統合された。

バンクポスタルとして分離されたのは最近

であるものの、ラ・ポストの金融サービス部

門は、従来、フランス国内のリテール金融に

おいて非常に重要な位置を占めてきた。

バンクポスタルは、2003年末時点で4500万

顧客に対して何らかの銀行サービスを提供し

ている。これは、フランス国民（6000万人）

の４分の３に当たる。リテール金融における

もう一つの巨人であるクレディ・アグリコル

（農業協同組合）と共に、実質的にフランス

国内のリテール金融市場を支配している。な

お、銀行サービス以外に、保険サービスに関

しても2800万顧客を有する。

バンクポスタルの最大の強みは、ラ・ポス

トの持つ郵便局ネットワーク、そして制度面

での優遇措置の２つである。

ラ・ポストは、フランス国内合計１万1000

の市町村に、１万7000の郵便局を有する。郵

便局の85％が農村地域にあるといわれてお

り、地域によっては、ラ・ポストとクレデ

ィ・アグリコル以外に金融機関が存在しない

町村もある。フランスでは郵便局の設置基準

規制があり、人口の95％の郵便局へのアクセ

ス距離が５km以内になる必要がある。

これら１万7000郵便局のすべての局で、バ

ンクポスタルは金融サービスを提供してい

る。これにより、密度の高い郵便局ネットワ

ークを活用した金融サービスが提供できてい

る。

制度面でも、国営事業体であることから、
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さまざまな優遇措置が存在する。たとえば、

法人税の減免措置を受けられ、また民間金融

機関には認められていない非課税預金口座な

どの商品を提供できるなど、さまざまな点で

優遇されている。こうしたなか、民間金融機

関の間では、差別待遇に関して不満が高まっ

ているといわれる。

（２）チャネル戦略

前述のように、バンクポスタルは１万7000

郵便局で金融サービスを提供している。この

拠点数は国内第２位のクレディ・アグリコル

の9100拠点を大きく引き離している。

フランスの郵便局窓口には、１日平均350

万人以上の顧客が来訪する。バンクポスタル

にとって、この顧客接点の活用の推進が最も

大きな課題となっている。現在、4500万人い

る顧客の中で、バンクポスタルをメイン口座

としているのは800万人と、全体の２割弱に

とどまっている。これを2010年までに1000万

人にまで引き上げるのが、当面の課題となっ

ている。そのために、従来、ともすれば古く

暗い印象があった局舎の改装プロジェクトが

進行中である。

なお、バンクポスタルは、郵便局ネットワ

ークの活用以外に、オンラインバンキングも

重視しており、現在630万人の顧客が利用し

ている。

（３）取扱商品

バンクポスタルにおける取扱商品に関して

は、外部企業との協業を軸に、近年拡大傾向

にある。大手生保CNP保険（1998年に民営

化）、公的金融機関CDC（ケス・デ・デポ・

エ・コンシニャシオン）と、それぞれ保険お

よび年金、投資信託に関する合弁会社を設立

し、バンクポスタル専用商品の供給を受けて

いる。

また、融資ビジネスへの参入に力を入れて

おり、すでに住宅ローンの国内シェアは

3.7％となっている。2006年１月には対象顧

客に関する規制緩和が行われた。従来、バン

クポスタルの住宅ローンは、住宅貯蓄口座

（事前積み立てを行った顧客に低利で融資す

る制度商品）の保有者のみに限定されていた。

しかし、今後は一般顧客へも提供可能となる。

これにより、早期にシェアを倍増させること

が当面の目標である。個人ローンに関しても、

規制緩和を働きかけているが、民間金融機関

の反対で現時点では頓挫している。

3 オランダ（INGポストバンク）
（１）INGポストバンクの概要

オランダのポストバンクは、1986年に分離

民営化された後、1991年にNMB銀行に買収

された。その後、オランダ国内の金融再編に

より、NMB銀行は、現在ヨーロッパ有数の

金融グループとなっているINGグループに吸

収された。それに伴い、ポストバンクもING

グループの傘下に入り、名称もINGポストバ

ンクと改称された（図２）。

INGポストバンクは、INGグループのオラ

ンダ国内のリテール金融部門として、重要な

地位を占めるようになっている。INGポスト

バンクの2004年度経常利益は10億ユーロとな

っており、INGグループ全体の２割を占めて

いる。利益率も36％と、非常に高収益の事業

として、グループ全体に大きな貢献をしてい

る。

0607-NRI/p38-49  06.6.14 12:59  ページ 46



47ポストバンクのマスリテール金融サービス

（２）チャネル戦略

オランダの郵便局ネットワークは、INGポ

ストバンクと郵政公社TPGポストとの合弁会

社であるポストカントーレンが運営してい

る。この点で、INGポストバンクは他のポス

トバンク以上に、郵便局ネットワークの維持

に強くコミットしているといえる。

オランダにも郵便局設置基準規制がある。

人口の95％の郵便局へのアクセス距離が

10km以内になる必要があり、合計2100の郵

便局が存在する。INGポストバンクは、その

うち、主要局900局で全金融サービスを、小

規模局500局で預金・為替などの基本サービ

スを提供している。

郵便局チャネル以外に、INGグループを活

用した新しいチャネルも拡大している。ING

グループ内の保険会社RVSに所属する保険外

務員ネットワークを経由して、INGポストバ

ンクの商品を販売している。特に、住宅ロー

ンに関しては、この外務員経由での販売に成

功している。ただし、INGグループに属して

いることがビジネスの制約になっている面も

あり、生命保険販売に関しては、外務員チャ

ネルとの競合があり、著しく抑制されてい

る。

（３）取扱商品

オランダのポストバンクは、INGグループ

の傘下に入ったことで、グループ内のさまざ

まな商品を提供できるようになった。特に、

融資業務に関しては、グループ内で従来から

業務を行っていた部門のノウハウを吸収し、

住宅ローンでシェア22％、個人ローンでシェ

ア15％となっている。同様に、クレジットカ

ード、投資信託などの商品も提供している。

一方、保険販売に関しては、前述のようなグ

ループ内の競合もあり、シェア１％と低迷し

ている。

4 ベルギー（バンクファンデポスト）
（１）バンクファンデポストの概要

バンクファンデポストは、1995年に郵政公

社デポストと大手金融機関ゼネラーレ銀行

（のちに、ベルギー最大の金融グループのフ

ォルティスにより買収）との合弁会社とし

て、設立された（図２）。設立に際して、デ

ポストの金融事業は、政府への出納業務以外

はすべて移管された。

他のポストバンクと異なり、比較的最近

に、しかも合弁会社として設立されたことも

あり、顧客数は120万人と、国民の11％前後

にとどまる。収益性についても、赤字体質が

続き、2005年にようやく収支均衡のレベルま

で回復した。

しかしながら、郵便局そのものに対する顧

客の信頼感は高い。先述の調査で、合弁先で

あるフォルティスの経営者にインタビューを

行った際も、同社がバンクファンデポストの

今後の成長性に対して非常に大きな期待を持

っていることがうかがわれた。

（２）チャネル戦略

ベルギーには1300の郵便局があり、バンク

ファンデポストは、すべての郵便局で金融サ

ービスを提供している。ただし、現在郵便局

の統廃合が進んでおり、将来的には基幹局

160、小規模局460、合わせて620局に集約さ

れる予定である。

現在、大半の郵便局において、提供される

金融サービスは預金・為替などの基本サービ

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法及び国際条約により保護されています。
Copyright © 2006 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

0607-NRI/p38-49  06.6.14 12:59  ページ 47



48 知的資産創造／2006年7月号

スだけであり、投資商品などの新規商品を扱

える局は50局程度にとどまる。これを、2006

年中に500局まで拡大する予定である。

（３）取扱商品

フォルティスグループとの合弁会社である

ことから、フォルティスグループが提供する

クレジットカード、個人ローン、保険、投資

信託などの商品を取り扱っている。住宅ロー

ンに関しては、フォルティスグループの専門

会社に顧客を紹介することで手数料を得てい

る。

ただし、バンクファンデポストの顧客の中

で、預金・為替以外の商品を購入した顧客

は、全体の７％にとどまる。これは前述のよ

うに、新規商品を取り扱う局が50局と少ない

ことが大きな原因と考えられている。取扱局

の拡大に伴い、2006年中には、この比率を

24％程度までに高めることが目標となってい

る。

これまで見てきたように、業容を拡大しつ

つあるポストバンクだが、依然として課題も

残っている。

1 不十分な顧客の深耕
複数商品の販売が拡大しつつあるとはい

え、依然として他の金融機関に比較すると不

十分な状況であり、各国の平均レベルに比べ

ても低い水準にとどまっている（図３）。

この理由として、従来公的サービスであっ

た分、取扱商品に関する規制が残り、参入が

比較的最近であることが考えられる。また、

実際に営業を行う郵便局内の営業スタッフの

確保およびその能力向上の問題も、一因とし

てあげられるだろう。

2 公共サービスの「くびき」
郵便事業は元来、公共サービスの提供を目
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的とした国営事業として開始された。このこ

とがポストバンクにとって、郵便局ネットワ

ークと顧客の信頼感という大きな資産となっ

ている。しかしながら、同時に、公共サービ

スであることが、ポストバンクの発展の制約

となる事態も生じている。

一つは、郵便局ネットワークの維持が、

往々にして政治問題化し、そのためのコスト

を結果的にポストバンクが負担しなければな

らなくなることである。これにより、自由な

活動に制限がつくことになる。もう一つは、

元来、国営事業として各種の優遇措置があっ

た分、新規事業への参入・拡大に関して、他

の民間金融機関からの激しい反対に直面する

という問題である。これにより、結果的に業

務拡大のスピードが鈍化する。

一つめの課題は、民間企業との合弁会社事

業の場合であっても、回避できていない。オ

ランダ、ベルギーのように、民間金融機関と

の合弁会社であっても、政府ないしは郵便局

ネットワークとの間で、拠点展開などに関す

る取り決めによる一定の制約が存在する。こ

のため、たとえばベルギーでは、郵便局ネッ

トワーク利用料がポストバンクの収益を圧迫

している。

以上のように、さまざまな課題は残ってい

るものの、郵便局ネットワークと顧客基盤と

いう２つの資産を活用して、ヨーロッパのポ

ストバンクは今後も成長が期待される。

従来、ヨーロッパのリテール金融は、大手

金融機関による市場の寡占が進んでいたこと

により、変化に乏しかった。しかし、ポスト

バンクの台頭により、今後は、市場そのもの

の構造に関しても、大きな変化が起こる可能

性があるといえる。今回対象にした４カ国に

関しても同様であり、前述の調査の際にも、

競合先である民間金融機関の経営者から、ポ

ストバンクの動きに注目しているとのコメン

トがあった。

日本でも、郵政公社のリテール金融におけ

る影響力がヨーロッパに比しても大きいこと

から、同様の大きな変化が生じる可能性があ

るといえるだろう。
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